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第1章  

第1章調査研究の背景と目的  

1．1．背景   

「健康保険法等の一部を改正する法律（平成14年法律第102号）」の附則に基づいて、  

平成15年3月に「健康保険法等の一部を改正する法律附則第2条第2項に基づく基本方針  

（医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方針について）」が策定された。ここで  

は、診療報酬体系の見直しの方向性として、「医療機関のコスト等の適切な反映」が示され  

た。具体的には、「入院医療について必要な人員配置を確保しつつ、医療機関の運営や施設  

に関するコスト等に関する調査・分析を進めるとともに、医療機関等の機能の適正な評価  

を進める」とされた。   

この方針を踏まえ、中央社会保険医療協議会、診療報酬調査専門組織、医療機関のコス  

ト調査分科会は、平成15年度より厚生労働省保険局医療課委託事業として財団法人医療経  

済研究機構が着手していた「医療機関の部門別収支に関する調査研究」（以下「部門別調査  

研究」という。）を継続することとした。これを受けて平成15年度以降、統一的な医療機  

関の収支把握のための研究が進められることとなった。昨年度までの経緯は下図表のとお  

りである。  
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図表1－1調査研究年度ごとの概要  

年度   調査研究概要   

・医療機関の診療科部門別収支を把握するための統一的手法開発を目的に、複数の医療  

機関を対象に「一般原価調査」（収支データ等を収集し、階梯式配賦を行い、入院、外  
H15  

来、診療科別の収支計算を行う。）を試行し、レセプト・データ等を用いた統一的原価  

計算手法の整理とその課題の把握を行った。   

・統一的な計算方法の確立と、データ収集を通じて診療報酬改定が病院経営に与える影  

響を測定するための分析手法の確立・基盤作りを目的とした。  

H16  
・具体的には、1）対象病院数を拡大した上セ、精度の高い診療科部門別収支計算を行う  

ための手法を比較する「一般原価調査」とともに、2）手術、検査および画像診断部門  

に計上・配賦された費用を入院、外来部門の診療科に階梯配賦する係数を得るための  

「特殊原価調査」を実施した。   

・多くの病院からのデータ収集を可能とするために平成16年度の分析手法を調整するこ  

とを目的とした。  

・具体的には、1）－一般原価調査は、①精度を維持した簡略化、②医師勤務に関する調査  
H17  

手法の比較、2）特殊原価調査では、医療機器に関する設備関係費の調査を行っ、た。ま  

た、3）分析として、標準的等価係数の作成および他手法との比較を行った。さらに、  

情報の活用として、診療科部門別収支計算結果の施設間比較分析を行った。  
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第1章  

1．2．目的   

このような背景のもと、「部門別調査研究」は診療報酬改定にあたっての政策立案に資す  

る基礎資料作成のための調査環境を整備することを目的とし、病院の診療科別経営実態を  

捉えるための手法の開発を進めてきた。   

平成18年度調査では、上述のとおり平成17年度までに開発された診療科部門別収支計  

算方法を活用し、対象病院数を拡大してその手法の汎用性を検証することとした。具体的  

には、①調査対象病院における本手法による診療科部門別収支計算の対応可能性・実施可  

能性 ②同一診療科の収支計算結果の特徴 g）本手法に基づく診療科部門別収支計算結果  

の妥当性 等を検証することとし、本手法の実用に向けての検討を実施した。   

1．3．実施体制   

調査研究の実施にあたっては、調査委員会を設け調査内容の検討を行った。  

図表1－2 調査委員会 委員一覧  

（五十音順、敬称略、平成18年10月1目現在）  

委員氏名   所属   

荒井 耕   大阪市立大学大学院 経営学研究科 助教授   

○池上 直己  慶庵義塾大学医学部 医療政策・管理学教室 教授   

池田 俊也  国際医療福祉大学 薬学部 薬学科 教授   

猪口 雄二  医療法人財団 寿康全病院 理事長・院長   

加藤 牧   佐賀社会保険病院 病院長   

佐藤 眞杉  佐藤病院 理事長   

高木 安雄  慶庵義塾大学大学院 健康マネジメント研究科 教授   

日野 頒三  特定医療法人頒徳会 理事長   

平川 淳一   医療法人社団光生会 平川病院 院長   

松田 晋哉  産業医科大学 医学部 公衆衛生学教室 数才受   

渡辺 明良  財団法人聖路加国際病院 事業管理部経営企画室 マネジャー   

注：○委員長  
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第2章  

第2章調査研究の方法  

2．1．調査対象の選定   

調査対象病院の選定にあたっては、調査の円滑な実施および病院の収益構造の統一一性確  

保の観点から、以下の条件を設定した。   

。 レセプト・デー一夕もしくはEファイルを磁気媒体で提供できること   

・各種調査票が要求するデータを短期に準備かつ提示できること（調査期間が短期  

間であるため）   

・病棟種類が主に一般病床で構成される病院であること   

本年度調査においては、上記条件に適合すると思われるDPC対象病院、DPC準備病院を  

対象とし、これらの病院全数に対して協力依頼を行った。このうち応諾の得られた病院に  

対して、各病院の作業負荷、対応可能性等を検討するために、事前調査で病院のデー一夕管  

理状況を照会した。この事前調査の結果と開設者および病序規模別の層化抽出により、調  

査対象病院を決定した。   

2．2．診療科部門別収支計算の方法  

2．2．1．診療科部門別収支計算処理のながれ  

本調査研究は、病院全体の収益、費用の金額を、最終的に入院部門、外来部門の各診療  

科単位に割り振り、診療科部門別収支（入院外来ごとの診療科別収支）を把握するもので  

ある。処理の流れは以下のとおりとなる。   

まず、各病院における部門設定を行なう。具体的には、病院を構成している各部門（例：  

病棟、外来診療室、手術室、総務課 等）を入院部門、外来部門、中央診療部門、補助・  

管理部門の4つの部門に振り分ける。次に、痛院内の各部門で実際に発生した収益、費用  

のうち直接把握できる費目については、該当部門にその値を直接積み上げる「直課」を行  

う。直接結びつけられない費目は、基準値を用いて按分しその値を各部門に積み上げる「配  

賦」を行う（一次計上）。   

こうしてそれぞれの部門に収益、費用を計上した後、病院全体に係るサービスを提供し  

ている補助・管理部門（診療管理系、運営管理系）に計上された費用を収益部門（入院部  

門、外来部門、中央診療部門）に配賦する二次配賦、中央診療部門（手術、検査等）に計  

上された収益、費用をその他の収益部門（入院部門、外来部門）に再度配賦する三次配賦  

を行い、最終的に入院、外来、診療科別の収支計算結果を算出する。この際、二次配賦で  

は各診療科の患者数比率や面積数比率等を基準として費用を配賦する。三次配賦では、病  

院内の手術、検査および画像診断部門に投入された給与費、材料費を、診療報酬点数表区  

分ごとに収集する「特殊原価調査」から算出した「等価係数」を配賦基準として費用を配  

貝武する。  
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第2章  

この診療科部門別収支計算のながれの概要は、以下のとおりである。  

図表2－1診療科部門別収支計算のながれ  

部門設定調査結果  

レセプトデータもしくは  調査票の生成  

Eファイルの集計結果  

診療行為ごとの  

点数・回数  

収支計算ファイル  

・施設全体収支データ  

・直接計上情報（必須）  

・直接計上情報（任意）  

・基本情報（医師数、看護師  

数、職員数、面積、給食食数）  

医師勤務に関する  

調査結果  

標準的等価係数  

手術、検査、画像診  

の実施場所に閲す  

標準的等価係数の調整  

一次計上  

調整された等価係数   

二次配賦  

三次配賦   

入院外来ごとの  

診療科別収支計算結果  

また、補助・管理部門、中央診療部門の費用を他の部門に段階的に配賦する流れを「階  

梯式配貝武」という。「階梯式配貝武」の各段階の概要とイメージは以下のとおりである。  

図表2－2 階梯式配賦の概要  

病院を構成している各部門を入院部  

一次計上     部門の4部門に分類し、それぞれの至  

ップ   

ーー次計上の段階で補助・管理部門に  

二次配貝武     る入院部門、外来部門、中央診療部   
中央診療部門に一次計上された収  

三次配賦     助・管理部門から中央診療部門に階  

の診療科に階梯配日武するステップ   

門、外来部門、中央診療部門、補助・管理  

費用を計上するステ  部門で発生した収益、  

こ計上された費用を医業収益が発生してい  

門に階梯配賦するステップ  

費用、ならびに二次配賦の段階で補  

梯配疑武された費用を入院部門、外来部門   
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第2章  

図表2－3 階梯式配賦イメージ   

＜一二欠言十上＞  

以下4書伊引こ収益、重用を計上する。  

入院喜βFヨ    外来部門    中央孟含療喜声門     補助・琶＝：哩喜βF「   

画  
管i重  内  外    内  外    手  検   像    支蓋今 嬬療   き里苫  亨斗  科   科  科   術  

至  喜享  
【析  

系   弄ミ   

図表2－4 階梯式配賦（一次計上、二次配賦、三次配賦）による各部門収支イメージ  
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入院  外来   中央診療 補助管理  

2．2．2．調査種類および調査票  

「部門別調査研究」は、「一般原価調査」と「特殊原価調査」の二種類の調査から構成  

される。「一般原価調査」とは、入院、外来別、診療科別収支計算のために必要な基礎デ  

ータを収集するものであり、下図表の調査票のうち、「調査票1」～「調査票4」を使用  

する。また「特殊原価調査」とは、三次配賦の際に中央診療部門の費用を入院部門、外来  

部門に再配賦する際に使用する等価係数を作成するために、手術、検査、画像診断部門で  

実施されたサービスについて給与費、材料費、設備関係費といった資源投入量を把握する  
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第2章  

調査である。後述のとおり（「2．2．4，（4）等価係数」）、本年度調査においてはこの「特殊原  

価調査」は行なわず、昨年度までの調査で算出された「標準的等価係数」を用いて三次配  

賦を実施した。事前調査、事後調査を含め、本年度調査で使用した調査票は下図表のとお  

りである。  

図表2－5 本年度調査で使用した調査票  

調査票No   調査票名   目的  

事前調査票   病院の作業負荷等把握のために、病院のデータ  

管理状況等、病院選定のための情報を収集する  

部門設定調査票   病院独自の部門と診療科部門別収支計算を行う  

部門とを対応させる   

調査票1   収支計算ファイル   当該病院全体の①医業収支および医業外収支、  

②部門情報、③基礎情報（医師数、看護師数、  

職員数、面積、給食食数）を収集する   

調査票2   レセプト・データもしくはEフ  診療科別収益・費用の計上、配貝武時の係数作成  

アイル   のための数値を収集する   

調査票3   医師勤務に関する調査   診療科別の医師給与費の一次計上のために、診  

療科別医師勤務時間の部門別割合を把握する   

調査票4   手術、検査、画像診断の実施場  中央診療部門の収益・費用の一次計上のために、  

所に関する調査   特掲診療科（手術、検査、画像診断）の実施場  

所を把握する  

事後調査票   調査参加病院の作業過程の問題、計算結果に対  

する評価、病院での診療科部門別収支の把握状  

況を収集する   

2．2．3．部門設定  

部門設定とは診療科部門別収支計算での部門に当該病院固有の部門を紐付けるもので、  

その基準は図表2－6のとおりである。  

図表2－6 部門設定基準  

診療科部門別収支計算による   部門設定基準  

部門名称  内容   具体例   

入院部門  入院病棟   北山階病棟、南二階病棟   

外来部門  外来診療を実施している部署   内科、呼吸器科‥・   

中央診療  
手術   主に手術を担当している部署   手術室  

部門  

検査   主に検査を担当している部署   
検査室、中央材料室、病理細胞  
診断料、腹部エコー室  

画像診断   主に画像診断を担当している部署   放射線科、CT室  

リハビリ   主にリハビリを担当している部署   リハビリテーション科  

薬剤   主に調剤等を担当している部署   薬局、薬剤部  

人工透析   主に人工透析を担当している部署   透析重   
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部門設定基準  

内容   具体例  

栄養   主に栄養管理を担当している部署   栄養科、栄養管理室  

地域医療連携室  
地域連携   主に連携を担当している部署  ※診療報酬「在宅医療」に関わる  

部門  

その他   
中央診療部として、上記以外の診療行  

為を担当している部署   
健康管理室、健診科   

医事   
診療受付、診察料会計、診療報  

主に医療事務を担当している部署  酬の請求  

診療  
主に資材の調達・管理事務を担当して  

いる部署   
物品購入・管理、役務の契約  

支援  
主に診療行為から発生する診療情報に  

診療情報管理、院内の情報システ  

補助  
情報管理  ついて、電算処理を用いた管理事務を 担当している   ム制御  

・管理  
部署  

部門  総務   
主に庶務・企画・人事関係の事務を担当  事務文書管理、病院事業の企  

している部署   画、職員の人事・給与管理  

運営                 施設管理   主に病院施設の保守・管理事務を担当  建物・機械等の保守・管理、電気・  
管理  している部署   ガス・水道の管理  

図書室   主に図書の管理事務を担当している部  
署   

図書室  

その他  上記のいずれにも該当しない部署   職員寮、保育園  

上記部門のうち入院・外来の各診療科については、病院固有の診療科を診療科コード（診  

療報酬請求時）に対応づけた上で、それを診療科部門別収支計算の基本診療科にまとめる  

方法をとっている。病院固有の診療科を「部門別調査研究」の基本診療科に対応づける流  

れは以下の通りである。  

図表2－7 病院固有診療科と診療科部門別収支計算の基本診療科の対応関係  

レセプト診療科コードを基本診療科に集約する  

調査票により、病院固有診療科とレセプト診療科コードを対応づける  
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基本診療科は、下図表のように設定する。  

図表2－8 基本診療科の種類  

診療科コード  診療科部門別収支計算に用  

コード   診療科名   い、た基本診療科   備考  

01   内科   内科  

02   精神科   精神科  

0303 神経科  精神科に含めた   

0404 神経内科   神経内科  

05   呼吸器科   呼吸器科  

06   消化器科   消化器科  

0707 胃腸科  消化器科に含めた   

08   循環器科   循環器科  

09   小児科   小児科  

10   外科   外科  

11   整形外科   整形外科  

12   形成外科   形成・美容外科  

13   美容外科  形成・美容外科に含めた   

14   脳神経外科   脳神経外科  

15   呼吸器外科   呼吸器外科  

16   心臓血管外科   心臓血管外科  

17   小児外科   小児外科  

18   皮膚ひ尿器科  使用しない   

19   皮膚科   皮膚科  

20   ひ尿器科   ひ尿器科  

21   性病科  使用しない   

22   こう門科   こう門科  

23   産婦人科   産婦人科  

24   産科   産科  

25   婦人科   婦人科  

26   眼科   眼科  

27   耳鼻いんこう科   耳鼻いんこう・気管食道科  

28   気管食道科  耳鼻いんこう・気管食道  

科に含めた   

29   （欠）  

30   放射線科   放射線科  

31   麻酔科   麻酔科  

32   （欠）  

33   心療内科  内科に含めた   

34   アレルギー科   アレルギー科  

35   リウマチ科   リウマチ科  

36   リハビリテーション科  リハビリテーション科  

－8－   



第2章  

l■  

2．2．4．診療科部門別収支計算（階梯式配賦）  

（1）一次計上  

一次計上は、調査票及び収集データをもとに部門ごとに損益を計上し、診療科部門別収  

支表を得る手続である。医業収益のうち、入院料収益、入院診療収益、室料差額、外来診  

療収益、保険査定減については該当部門へ直課し、直課されなかった収益は科目別に設定  

された計上基準に則って、入院部門、外来部門、中央診療部門に計上される。医業費用に  

ついては給与費（医師を除く）と医薬品費のみ該当部門に直課し、直課されなかった費用  

は科目別に設定された計上基準に則って、同様に入院部門、外来部門、中央診療部門、補  

助・管理部門に計上される。なお、入院については、病棟ごとのデータが診療科ごとに再  

集計される。   

勘定科目ごとの計上基準は、図表2－10となる。計上基準が”直課－“で始まるものは、  

各部門への直課を表す。”一括計上＿“で始まるものは、該当部門への全額計上を表す。  

それ以外のものはそれぞれの基準に従って各部門に計上される。その計上基準の内容は、  

図表2－9のとおりである。  

図表2－9 計上基準  

説明  
No   計上基準名  

分母   
吏馴青報  

分子（該当部門の値）  

「基本診療科点数と特掲診療科点数  入院及び外来の「基本診療科点数   
レセ・実施場所  

ロ  レセ基本及び特掲点数比          の合計」   と特掲診療科点数の合計」   

2  レセ基本点数比   「基本診療料点数の合計」   
入院及び外来の「基本診療科点数  

レセ   
の合計」  

3  レセ材料点数比   「特定器材価格の合計」   入院及び外来の「特定器材価格の 合計」  レセ   

4  レセ特掲点数比   「特掲診療料点数の合計」   の合計 入院及び外来の「特掲診療科点数 」  レセ・実施場所   

5  レセ薬剤点数比   「医薬品金額の合計」   
入院及び外来の「医薬品金額の合  

計」   

6  延べ患者数比   「患者数の合計」   全部門「患者数の合計」   
収支計算  

ファイル   

7  所属別医師勤務時間比  「医師の勤務時間の合計」   
医師勤務に関す  

全部門「医師の勤務時間の合計」   る調査票   

8  所属別職員数比   「職員数の合計」   全部門「職員数の合計」   

9  所属別面積比   面積   全ての建物における総面積   収支計算  

10  病床数比   「病床数の合計」   全部門「病床数の合計」   ファイル  

四  （職員給金額比）   「職員給金額の合計」   全部門「職員給金額の合計」   

（注）「レセ」は「レセプト・データもしくはEファイル」、「実施場所」は「手術、検   

査、画像診断の実施場所に関する調査」を示す。  
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図表2－10 一次計上基準（科目別）  

科目  計上基準   

医業収益  入院料収益    直  
入院診療収益  
室料差額収益  
外来診療収益  直課外来診療収益  
保健予防活動収益  一括計上＿地域  

受託検査・施設利用収益  一括計上【検査  

その他の医業収益    一括計上地域  
保険等査定減  直  

医業費用  材料費  医薬品費  直  
診療材料費  一括計上栄養  
医療消耗器具備品費  レセ材料点数比  
給食用材料費  レセ材料点数比  

給与費  常勤医師給  
非常勤医師給  所属別医師勤務時間比  
常勤看護師給  
非常勤看護師給  
常勤医療技術員給  絵  
非常勤医療技術員給  妻．  

常勤事務員絵  
非常勤事務員給  
常勤技能労務員給  直課▼常勤技能労務員給  
非常勤技能労務員給  直  課】非常勤技能労務員給  
賞与引当金繰入額  職員給金額比  
退隠給与費用  職員給金蝕比  
法定福利費  ≡・≡・・  員総金額比  

委託費  検査委託費   一括計上検査  
給食委託費  一括計上＿栄養  

津具委託費   診  療科別病床数比  
医事委託費  一括計上【医事  
清掃委託費  所  属別面積比  
保守委託費   一括計上施設管理  
その他の委託費  診療科別延べ患者数比  

設備関係費  減価償却費  医療用器械備品減価償却費  レセ基本及び特掲点数比2  
放射性同位元素減価償却費  

その他の減価償却費   
器抜賃借料  医療用機器賃借料   レセ基本及び特掲点数比2  

その他の機器賃借料   所属別職員数比  
地代家賃  所属別面積比  

レセ基本及び特掲点数比2  

修繕費     医療用器械修繕費       その他の修繕費   所属別職員数比  
固定資産税等  所属別面積比  

器橡保守料  医療用機器保守料   レセ基本及び特掲点数比2  

その他の器機保守料  所  属別職員数比  
器機設備保険料  医療用機器設備保険料  レセ基本及び特掲点数比2  

その他の器捜設備保険料  所  属別職員数比  
車両関係費  所属別職員数比  

研究研修費  研究費   所属別職員数比  
研修費  所属別職員数比  

経費   福利厚生費  所属別職員数比  

旅費交通費  
職員被服費  所属別耳鼓員数比  
通信費  所属別職員数比  
広告量伝蓑  診療科別延べ患者数比  
消耗品費  所  尾別職員数比  
消耗器具備品費  
会議費  

所  属別職員数比  
所  尾別職員数比  

水道光熱費  所  尾別面積比  
保険料  所  属別職員数比  
交際費  所属別職員数比  
諸会費  所属別職員数比  
租税公課  所属別職員数比  
医業貸倒損失  レセ基本及び特掲点数比2  

貸倒引当金繰入顔  レ  セ基本及び特掲点数比2  

雑費  所  属別格員数比  
控除対象外消費税等負担額  （材料費＋委託費）比  

本部費配賦恕  一括計上運営管理系   

医業外収益  受取利息及び配当金    一括計上運営管理系  
有価証券売却益  一括計上一運営管理系  

収益  一括計上一運営管理系  
施設設備補助金収益  一括計上運営管理系  
患者外給食収益    一括計上運営管理系  
その他の医業外収益  一宿許王二竜宮管理系   

医業外費用  支払利息  一括計上運営管理系  
有価証券売却損  一括計上「運豆垂直索  

患者外給食用材料費    一括計上運営管理系  
診療費免減軽  一括計上▲運営管理系  
医業外貸倒損失  一括計上一運営管理系  
貸倒引当金医業外繰入額    一括計上＿運営管理系  

一括計上▼運営管理系   
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図表2－11一次計上基準（科目別・部門別）  
料E＝  亨斗目2   I斗日3   科目4   計上墨攣   

I， ’1  入巧tI刈ク鑓  

1≡王管用  †ヰ†」曾  ・＝・ヨL  

指食用Il11讐  

l†l■I■lJt  

指与t  罵暫）旺師結  
非7rl机引沖桔  

－  － ！・・ －  

jf；下野）看きl■l指  

亜・  ・■ 二・  

；■m事精R】甘  

♯一別i徽tヲ≠和」■指  

非；暢ガ】1▲le弼托■帽  

甘与引当金I一入  

たEI■Iりt  

書lモ欝  11】■婁lモ費  
精良桑lモ▼  

薙且壬lモー  

旺事雷托讐  
．Il●暮牲■  

ほ寸葦托曾  地  

i異†馬闇すlナ  ‘‖■r■山1■   l左l一周給仙†品玉澹†轟f■iPや  

別りHt引盲！立7亡震撼佃－■王【サ  

その他の■慮†轟†一郎曹  
t靂1乳鉢用ぃ   l互I■飼料W鑓†Il斗  

その他の網棚日日書粕  
Iと代盲iせ  

帽†暮℡   ヒ ＝二  ニ▲  
モの他の噂†轟甘  

【配宣▲貞慶I兄笥  

暑さ1uほ守料   正l書用楷髄ほ守†1  

モの他の謄棚は苛壌  
Ml▲l■J■I竃l■†J  l乙躊網棚朋闇冊l斗  

モの他の儒川郎■幅1引換†斗  
事両Ⅶ†ホサ  

lR冥：切作曹  ‘●一・  

Ⅵ便T  
P  

環t  ‡■Ill犀生書  
帥ほー賢i島書  

■l烏城膿書  

l－＋■t  

広告：Er 轡  

，  ロロー  

＃托石；員Itロー  

会■一書  
光m水t  
ほ酸粕  
文l繁雷  

月七会▼  
相観iニi■  

医王1～剛1‾失  

1J例引当会場入11  

Ilサ  

▼  ・  ▼     ご－じ】  

不那曾○己町l■  

圧  

コ」■『1■呼  

匿■り申欄■                                                                                【【                                                                                モの他の【互天外サ用  

入院喜FFl   

ー†   

ー主：白色那分に計上されもことを姦している．  
象 直言東できない1暑舎は、レセ薬訓点数比を用いて計上する。  
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（2）二次配賦  

二次配賦は、補助・管理部門に一次計上された医業費用、医業外収益および医業外費用  

を、入院、外来、中央診療部門へ配賦する手続である。具体的には、補助・管理部門を診  

療支援系および運営管理系に大別し、それぞれに含まれる部門（部署）に一次計上された  

値を、費目別に以下の配貝武基準に基づき配貝武する。  

図表2－12 二次配賦基準  

補助・管理部門  

診療支援系  運営管理系  

医事  用度  情報管理   総務   施設管理   図書室   

医   
職員数比率   面積比率  医師数比率  

業 費 用  給 延べ患者数比率  延べ患者数比率  

研究研修費  
職員数比率   面積比率  医師数比率  

経費  

控除対象外  

消費税等負担額  
（材料費＋委託費）比率  

本部費配F武額  職員数比率   

医業外収益  職員数比率  

医業外費用  職員数比率  

（3）三次配貝武  

三次配賦は、中央診療部門の医業収益および医業費用、医業外収益および医業外費用を、  

入院、外来部門に配賦することである。具体的には、中央診療部門に一次計上、二次配賦  

で計上された値を費目別に以下の基準に基づき配貝武する。  

図表2－13 三次配賦基準  

科目  中央診療部門  
手術   検査 ‘  画像診断   リハ   薬剤   人工透析  栄養   地域連携   

医業収益  入院収益  K手術SI点数比  D検査 S【点数  E画像診断Slノた数  ‖リ／、ヒ、け－シ］ンS上  卜投薬▼S【点数比  叩38人工腎臓  全てのSt一た  B指導管  理科  

外来収益  比   点数比  S【点数比  数比  C在宅患者   

その他の医業収益   S上′  

医業費用  材  医薬品費  等価係数（手  等価係数（検  等価係数（画像諮  削ハヒ、りトン〕ン▼11’  F投薬rY点数比  、JO38人工腎臓  全てのS【点  B指導′  
料  術・材料費）×   lY．Jミ数艮二   歓比  C在宅患者   
費  去旋件数   施件数   SI一  

ノ．ミ数什   Sl年数比  
診療材料費  付い、ヒ、リテーシ］ンT（）   

医療消耗器具備品  
一酔  

点数比   TO点数比  

給与費  等価係数（手  等価係数（検  等価係数（画像診  脚ハヒリテニりン】Sr  「段牒L引点数比  、JO38人工腎臓  
附・給与費）x   Sl点数比  

×’支線i件数   晶件 
委  空論1佐敷   延べ患名数比  

託 費   
査・委託費）x  

二王居げ用二敷   X宝旋件甑   数  
費   K手術一Sl点数比  D検た＿Sl点数比  E画像診断＿、Sl点歓   

比  

その他の委託費  
設備関係費  娃′こ患首数比  
研究研修費  K手術Ⅵ点数北  f）検疫几Sl点数比  E画像診断▼Sl点故   延べ患者数比  
経費  ポト紬Slふ敷比  1）検査＿Sl点数化  E画像詣㈲Sl点数  

控除対象外消費碗等  （材fト曹＋黍。E骨）比  

本部費配賦額  職打数比ネ  
医業外収益  職員数比キ   
底業外費用  職日放比ヰ   
（注）sl：診療行為、IY：医薬品、TO：特定保険医療材料料  
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（4）等価係数  

三次配賦で中央診療部門に計上された収益、費用を各診療科に配賦する際には、その配  

賦基準の一部として「等価係数」を使用する。「等価係数」とは、中央診療部門（手術、検  

査、画像診断部門）で実施されたサービス種類別に投入した資源投入量（給与費、材料費、  

設備関係費）のデータから「サービスの1回当たり費用」を算出し、仮にある特定の「サ  

ービスの1回当たり費用」を「1．00」とした場合の、当該サービスに関する「サービス1  

回当たり費用」の比率を算出したものである。  

「等価係数」算定にあたっては、病院の中央診療部門で実施されたサービス種類ごとの  

資源投入量を調査する「特殊原価調査」が必要となるが、本年度においては、「特殊原価調  

査」を実施せず、平成17年度までの調査研究において作成された等価係数を活用すること  

とした。ちなみに、平成17年度研究までの特殊原価調査にて収集したデータをもとに作成  

された診療報酬点数表区分別の件数は下図表のとおりである。  

図表2－14 診療報酬点数表部別等価係数作成実績表（平成17年度調査結果）  

診療報酬点数表  等価係数作成実績表   

部   区分種類数（全数）   給与費   材料費   設備関係費   

手術   964種類   413種類   357種類   110種類   

検査（院内）   194種類   146種類   97種類   34種類   

検査（院外）   27種類   24種類   

画像診断   16種類   13種類   10種類   10種類  

上図表のとおり、「等価係数」は全てのサービスに関して作成されているわけではない。  

従って、平成18年度調査で実施されたサービス（診療報酬点数区分）について平成17年  

度までの等価係数が存在する場合、しない場合に分けて、以下のような対応を実施した。   

まず、平成17年度までの等価係数が存在する場合は、昨年度までの等価係数を標準化し  

たもの（複数の等価係数の中央値）を用いた。また、平成17年度までの等価係数が存在し  

ない場合は、レセプト・データより算出される平均点数（1回当り点数）を媒介に推計を  

行う方法lを暫定的に採用した。  

2．2．5．事後調査  

本年度は、診療科部門別収支計算方法の汎用性の検証を主な課題として、対象病院数を  

拡大して調査を実施した。汎用性の検証にあたっては調査参加病院の意見の検討も重要で  

あるとの認識から、調査終了後に病院に対して事後調査を実施し、調査への対応可敵性、  

計算結果の妥当性、等に関して病院の意見を聴取した。あわせて、現状の各病院の診療科  

部門別収支把握の状況についても調査した。  

1具体的な推計方法は、資料7のとおり。  
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第3章   

第3章調査研究の結果  

3．1．調査対象病院  

3．1．1．調査協力依頼  

DPC対象病院およびDPC準備病院の全病院731病院（平成18年度）に対し調査協力依頼  

を行い、このうちの257病院から調査協力への応諾が得られた。この257病院から全病床  

数に占める一般病床数の割合が80％未満である病院等を除いた235病院に対して事前調査  

を実施した。   

事前調査では、調査の円滑な実施を目的として、病院でのデータ管理状況等を確認し、  

その結果、121病院について本調査への対応が十分可能であると判断された。この121病  

院について開設者および病床規模別に層化抽出を行い、DPC コスト調査への参加状況等も  

勘案し、最終的に100病院を調査対象とした。  

図表3－1実施項目と対象施設数  

実施項目   対象施設数   

（1）協力依頼   731病院   

（2）調査に応諾   257病院   

（3）一般病床が80％未満等を除外   235病院   

（4）事前調査により調査対応可能と判断   121病院   

（5）病床数等による層化抽出   100病院   

3．1．2．調査対象の選定結果   

上記選定の結果選定された100病院を、開設者区分、病床規模別に区分すると以下のとお  

りである。  

図表3－2 開設区分別、病床規模別の調査対象施設数  

病床規模 開設区分  ＼  20－199  200－499  500－  総計   

医療法人   4   20   4  28  

国立および公立  3   2   5  

DPC対象病院  
上記を除く開設区分2   2   9   6  17  

小計   6   32  12  50   

医療法人   20   9   30  

国立および公立  7   

DPC準備病院  
8  

上記を除く開設区分   3   8   12  

小計   23   24   3  50   

総計  29   56  15  ■100   

2「上記を除く開設区分」には、「公的」（日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険  

団体連合会）、「社会保険関連法人」（全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健  

康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合）、「その他」（公益法人、社  

会福祉法人、医療生協など）が含まれる。  
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